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一般競争入札

平成28年度招へい者向け海外旅行傷害保険契約

平成28年4月1日

損害保険ジャパン日本興亜株式会社

平成28年2月12日　入札公告

平成28年2月23日　入札説明会開催

平成28年3月1日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
過去の入札説明参加業者の声を受け、仕様書から日中版保険手
引きの納品という項目を削除した。

②業務等準備期間の十分な確保 ×
検討中

③公告期間の見直し ×
検討中

④公告周知方法の改善 ○
候補となりそうな業者に案内し、広報を行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
検討中

⑥業者等からの聴き取り ○
説明会に来場したが応募を辞退した2者に対してアンケート調査を
行った。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契約監視委員会のコメント

一者応札・応募事案フォローアップ票（平成28年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

具体的に仕様書のどの項目が入札参加の妨げになっているかを、次年度入札までに調査し、可能であれば見直
しをはかる。また、業務内容が複雑な印象を払拭するために、入札説明会でより時間をかけ、より丁寧に業務内
容を説明するよう心掛ける。
必要な参加資格を取得するのに十分な準備期間となるよう、余裕を持たせた入札スケジュールを設定する。

基金の取組みは妥当であると考える。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

引き続き上記取組みを実施していく。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

鴨志田文彦委員、宮本和之委員、山本裕子委員、渡邉一弘委員
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一般競争入札

日本語国際センターで使用する電気の調達

平成28年4月1日

東京電力エナジーパートナー株式会社

平成27年11月27日　入札公告

平成28年1月21日　入札書提出期限（応札者なし）

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ×
検討中。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
落札後、契約期間開始まで2か月以上を確保するスケジュールとし
た。

③公告期間の見直し ○
官報に入札公告を掲載し、公告から入札書提出期限まで50日以上
を確保した。

④公告周知方法の改善 ○
候補となりそうな業者に案内し、広報を行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
検討中。

⑥業者等からの聴き取り ○
平成27年度の契約相手方に対し、アンケート調査を行った。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

基金の取組みは妥当であると考える。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

引き続き上記取組みを実施していく。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

鴨志田文彦委員、宮本和之委員、山本裕子委員、渡邉一弘委員

契約監視委員会のコメント

一者応札・応募事案フォローアップ票（平成28年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

今回行った業者のアンケートから、当センターの電力使用量が少なく『受注しても採算が見込めない事業であると判断した』と
のことであったが、当センターでは照明器具のＬＥＤ化や、宿泊室のエアコンの省エネ機種への転換等により省エネに努めて
おり、使用電力量が大幅に増大することは考えられない。

同アンケートでは「貴社が所有する同一電力管内施設をまとめて一括で入札としてほしい。」とあったが、同一管内にある基金
本部は貸しビルであって、電力調達を自由に選ぶことはできない。

しかしながら、このような困難はあるものの、引き続き入札に参加できそうな業者に対し積極的に入札の案内をしていくしかな
いと考えている。
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